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エネルギーを知る、考える、行動する
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所長　木全　吉彦
１．2013年初夏、日本のエネルギーの景色　―揺らぐ安定供給―
東日本大震災による東京電力福島第一原発の事故から間もなく3回目の夏、
発電電力量の3割を担ってきた基幹電源を失ったことによる需給逼迫は一段落の気配はあるが、不測の事態への備えは欠かせない。
一方、代替電源となる火力発電用の天然ガス、石油の輸入増、価格高騰にアベノミクスの効果による円安が重なり、電気料金の値上げが現実のものとなってきた。
生活や経済活動を支える基盤である電力が、供給・価格の両面において安定性を失ったことにより、家計や企業経営へのプレッシャーは今後も続く。
２．新たな動き、浮かび上がる課題、置き去りにされる問題
（１）固定価格買取制度

再生可能エネルギーの導入促進のための「固定価格買取制度」が施行されて間もなく1年。太陽光発電を中心に新規電源の設置が進んでいるが、一部地域では送電ネットワークへの負荷が高まり、買取制限が始まっている。

また、導入量が増えるに従って増額される賦課金が家計・企業経営へ与える影響も懸念されている。

（２）電力供給システム改革

電力供給システムについては小売全面自由化と発・送電分離の方向性が示されたが、市場の縮小、供給力不足の中で新規参入が望めるのか、競争原理が働くのかについて疑問視する声も根強い。

一方で、原子力発電所の安全基準や再稼動問題、放射性廃棄物の処理、将来の電源ミックスなど規制強化の動きもあり、全体の整合性は見通せない。
３．情報の送り手と受け手　―「わからない」から始めよう―
（１）2012年夏の「国民的議論」
これまで磐石の供給体制のもと、空気のような存在としてしか電気を見てこなかった生活者は、電気（特にコンセントの向こう側）について学んだり真剣に考えたりすることはなかった。

例えば、電源には異なる特性・得失・役割があり、それぞれを詳しく見た上で全体を見ることが必要だが、専門家は「正確だけれど難解」な説明・議論をし、マスメディアは限られた紙面・時間の中でシンプルにわかりやすく伝えようとして、時に情報が抜け落ちたり、解釈を誤ったり、情緒に引っ張られて冷静さを欠く。

（２）生活者はどう対処すべきか。

「詳しいことは分からないので簡単に」理解しようとするのでなく、まずエネルギーのことを考えるのに必要な知識を複数ソースから得る。その上で、エネルギーが支える生活や経済活動、地域環境保全、地球環境問題など、広い視野の中でエネルギー問題を考える。そして、自らできることを実践する。
上からお仕着せの「国民的議論」、「国民運動」でなく、草の根の大人の「井戸端議論」、「スマート・ライフスタイル」を。
